
　

２
０
２
６
年
度
の
政
府
予
算
案
に
お

い
て
、
医
療
や
年
金
、
介
護
な
ど
を
合

わ
せ
た
社
会
保
障
関
係
費
が
過
去
最
大

に
な
っ
て
い
る
。

　

社
会
保
障
費
用
統
計
は
、
わ
が
国
に

お
け
る
医
療
保
険
や
介
護
保
険
、
年
金

保
険
、
生
活
保
護
な
ど
の
社
会
保
障
制

度
に
係
る
１
年
間
の
国
民
に
対
す
る
金

銭
・
サ
ー
ビ
ス
の
給
付
等
、
社
会
保
障

全
体
の
規
模
や
政
策
分
野
ご
と
の
構
成

を
明
ら
か
に
す
る
も
の
。
社
会
保
障
政

策
や
財
政
等
を
検
討
す
る
資
料
と
な
る

「
基
幹
統
計
」
に
位
置
付
け
ら
れ
る
。

そ
の
内
訳
は「
医
療
」「
年
金
」「
福
祉

そ
の
他
」
で
構
成
さ
れ
、
医
療
に
は
医

療
保
険
給
付
、
年
金
に
は
公
的
年
金
給

付
、
福
祉
そ
の
他
に
は
介
護
対
策
給
付

な
ど
が
分
類
さ
れ
る
。

　

社
会
保
障
（
年
金
、
医
療
、
介
護
、

生
活
保
護
、
子
育
て
支
援
な
ど
）
に
関

す
る
１
年
間
の
収
支
に
つ
い
て
は
、
当

該
年
度
の
翌
々
年
度
に
公
表
さ
れ
る
。

厚
生
労
働
省
が
推
計
す
る
25
年
度
（
予

算
ベ
ー
ス
）
の
社
会
保
障
給
付
費
に
つ

い
て
見
る
と
、
分
類
別
規
模
は
、
医
療

が
43
兆
４
０
０
０
億
円
（
総
額
に
占
め

る
割
合
は
30
・
８
％
）、
年
金
が
62
兆

５
０
０
０
億
円
（
同
44
・
４
％
）、
福

祉
そ
の
他
が
34
兆
９
０
０
０
億
円
（
同

24
・
８
％
）
と
な
っ
て
い
る
。
い
ず
れ

の
区
分
で
も
増
加
傾
向
を
た
ど
っ
て
お

り
、
合
計
額
で
は
１
４
０
兆
７
０
０
０

億
円
と
過
去
最
高
額
を
更
新
し
た
。
名

目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
対
す
る
比
率
は
22
・
４
％

と
高
止
ま
り
が
続
く
（
図
表
）。

　

少
子
高
齢
化
の
流
れ
に
よ
り
社

会
保
障
給
付
費
の
増
加
は
続
く
と

見
込
ま
れ
る
。
現
役
世
代
の
負
担

が
今
よ
り
も
重
く
な
る
な
ら
ば
、

社
会
保
障
給
付
の
抑
制
と
高
齢
者

の
応
能
負
担
は
必
至
だ
。

　

こ
う
し
た
な
か
、
26
年
度
の
予

算
案
で
は
、
医
療
分
野
に
つ
い
て

①
医
療
費
を
一
定
額
に
抑
え
る
高

額
療
養
費
の
限
度
額
引
き
上
げ
、

②
市
販
薬
に
似
た
成
分
や
効
果
が

あ
る
Ｏ
Ｔ
Ｃ
類
似
薬
の
負
担
引
き

上
げ
、
③
１
カ
月
間
に
何
回
診
療

を
受
け
て
も
一
定
額
で
済
む
70
歳

以
上
の
外
来
特
例
の
上
限
額
引
き

上
げ
が
盛
り
込
ま
れ
た
。
高
額
療

養
費
制
度
で
は
、
が
ん
や
難
病
な

ど
の
長
期
間
の
治
療
が
必
要
な
患

者
を
対
象
と
す
る
多
数
回
該
当
分
は
据

え
置
か
れ
る
も
の
の
、
高
額
療
養
費
の

テ
ー
ブ
ル
が
見
直
さ
れ
、
一
時
的
に
医

療
費
が
高
額
と
な
る
場
合
は
負
担
が
増

え
る
。

　

ま
た
、
将
来
の
年
金
財
政
の
健
全
化

を
狙
っ
て
、
昨
年
６
月
に
成
立
し
た
年

金
制
度
改
正
法
案
に
お
い
て
は
、
厚
生

年
金
保
険
の
被
保
険
者
の
適
用
拡
大
が

さ
ら
に
進
め
ら
れ
る
こ
と
が
決
定
さ
れ

た
。
今
後
も
「
支
え
手
」
を
増
や
す
政

策
が
継
続
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

人
口
動
態
を
見
る
と
、
今
年
77
〜
79

歳
に
な
る
団
塊
の
世
代
を
主
に
52
〜
55

歳
に
な
る
団
塊
ジ
ュ
ニ
ア
世
代
が
支
え

る
構
図
と
な
っ
て
い
る
が
、
団
塊
ジ
ュ

ニ
ア
世
代
が
65
歳
以
上
と
な
る
40
年
の

高
齢
化
率
（
65
歳
以
上
人
口
比
率
）
は

約
35
％
ま
で
上
昇
す
る
見
通
し
だ
。
各

分
野
に
お
い
て
給
付
額
を
抑
制
す
る
流

れ
は
さ
ら
に
加
速
し
、
社
会
保
障
制
度

の
改
正
は
今
後
も
続
く
と
み
ら
れ
る
。

名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
22
％
台
で

高
止
ま
る
社
会
保
障
給
付
費

（
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
社
会
保
障
費
用
統
計
の
概
要
」）

ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
Ｏ
ｎ
ｅ

未
来
を
は
ぐ
く
む
研
究
所　

主
席
研
究
員

花
村
泰
廣

〔図表〕 社会保障給付費の推移

（出所） 　社会保障給付費は、23年度までは国立社会保障・人口問題研究所
「社会保障費用統計の概要」、24～25年度（予算ベース）は厚生労働省
推計。名目ＧＤＰは、24年度までは内閣府「国民経済計算（ＧＤＰ統
計）」、25年度は内閣府「令和７年度の経済見通しと経済財政運営の基
本的態度」。各資料からアセットマネジメントＯｎｅ作成。
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